
別紙様式第１３号（第２６条関係）

（単位：円）

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

預金 2,276,595,811 未払金 1,262,969,385

貯蔵品 817,008 未払費用 1,317,043

前払費用 38,774,029 未払法人税等 821,400

仕掛許可申請審査費用 2,303,463 前受金

仕掛認定申請審査費用 88,139,869 　許可手数料前受金 13,280,078

その他流動資産 62,500 　認定手数料前受金 256,661,890

流動資産合計 2,406,692,680 流動負債合計 1,535,049,796

Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債

有形固定資産 退職給付引当金 50,465,009

　車両・運搬具 1,589,120 資産見返補助金 1,472,133,059

　建物付属設備 299,345,757 固定負債合計 1,522,598,068

　工具・器具・備品 144,932,150

　減価償却累計額 △ 251,012,528 負債合計 3,057,647,864

有形固定資産合計 194,854,499

無形固定資産 （純資産の部）

　ソフトウェア 1,294,803,536 Ⅰ 資本金

無形固定資産合計 1,294,803,536 政府出資金 193,040,000

資本金合計 193,040,000

固定資産合計 1,489,658,035

Ⅱ 利益剰余金

資産合計 3,896,350,715 積立金 52,163,019

許可手数料収入積立金 4,980,754

認定手数料収入積立金 559,580,339

当期未処分利益 28,938,739

利益剰余金合計 645,662,851

純資産合計 838,702,851

負債及び純資産合計 3,896,350,715

貸　　借　　対　　照　　表

令和７年３月３１日現在

（資産の部） （負債の部）



別紙様式第１４号（第２６条関係）

（単位：円）

（経常費用）

（１）事業諸費

期首棚卸高 46,554,679

給料手当 2,423,919,641

賞与 794,577,148

法定福利費 503,481,370

福利厚生費 8,881,111

退職給付費用 17,136,025

賃借料 296,706,132

水道光熱費 16,269,289

租税課金 1,734,839

旅費 223,645,093

通信運搬費 43,392,463

消耗品費 64,965,363

技術利用料 5,369,891

支払手数料 1,362,421

修繕費 92,783

雑費 1,422,127

諸謝金 38,500,688

外部委託費 1,230,406,869

減価償却費 139,856,248

生活支援費 66,500

宿泊支援費 1,006,140

期末棚卸高 △ 90,443,332 5,768,903,488

（２）一般管理費

役員給与 61,056,836

給料手当 515,858,418

賞与 198,483,910

法定福利費 126,306,794

福利厚生費 5,708,304

退職給付費用 6,821,624

賃借料 527,581,896

保険料 238,939

損　　益　　計　　算　　書

自　令和６年４月　１日

至　令和７年３月３１日



水道光熱費 2,471,070

租税課金 344,011

旅費交通費 3,100,479

通信運搬費 5,305,039

消耗品費 6,790,228

技術利用料 409,962

支払手数料 1,536,688

修繕費 15,017

業務委託料 15,989,595

減価償却費 351,465,338

雑費 184,320

諸謝金 180,200 1,829,848,668

（３）事業外費用

雑損失 700,000 700,000

経常費用合計 7,599,452,156

（経常収益）

（４）技能実習事業収入

許可手数料収入 20,580,800

認定手数料収入 1,354,469,821 1,375,050,621

（５）国庫補助金等収入 5,764,885,759

（６）資産見返補助金戻入 488,971,188

（７）事業外収入

雑収入 144,761 144,761

経常収益合計 7,629,052,329

29,600,173

（８）特別損失

固定資産除却損 34 34

29,600,139

（９）法人税等

法人住民税 661,400 661,400

28,938,739当期純利益

当期経常利益

税引前当期純利益



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 28,938,739

当期純利益 28,938,739

Ⅱ 積立金取崩額 12,509,482

積立金 12,509,482

許可手数料収入積立金 0

認定手数料収入積立金 0

Ⅲ 利益処分額 41,448,221

認定手数料積立金 41,448,221

Ⅳ 次期繰越利益 0

利　益　の　処　分　に　関　す　る　書　類 (案)

（令和７年３月３１日）

別紙様式第１５－１号（第２６条関係）



別紙様式第１６号（第２６条関係）

（単位：円）

区　　　分 金　　　額

摘　　　要 金　　　額

 Ⅰ　流動資産 2,406,692,680

 　　預金  普通預金 2,276,595,811

 　　貯蔵品  ICカード乗車券残高 817,008

 　　前払費用  賃借料等 38,774,029

 　　仕掛許可申請審査費用 2,303,463

 　　仕掛認定申請審査費用 88,139,869

 　　その他流動資産 62,500

 Ⅱ　固定資産 1,489,658,035

 　　有形固定資産 194,854,499

 　　　車両・運搬具  普通乗用車 1,589,120

 　　　建物付属設備  事務所内部造作 299,345,757

 　　　工具・器具・備品  事務用什器 144,932,150

 　　　減価償却累計額 △ 251,012,528

 　　無形固定資産 1,294,803,536

 　　　ソフトウェア  業務システム等 1,294,803,536

資　産　合　計 3,896,350,715

区　　　分 金　　　額

摘　　　要 金　　　額

 Ⅰ　流動負債 1,535,049,796

 　　未払金  一般管理費等 1,262,969,385

 　　未払費用  労働保険料 1,317,043

 　　未払法人税等  法人住民税 821,400

 　　前受金 269,941,968

 　　　許可手数料前受金 13,280,078

 　　　認定手数料前受金 256,661,890

 Ⅱ　固定負債 1,522,598,068

 　　退職給付引当金 50,465,009

 　　資産見返補助金 1,472,133,059

負　債　合　計 3,057,647,864

838,702,851

負　　　　債　 　　の 　　　部

内　　　　　訳

純　　　　資　　　　産

財　　産　　目　　録

令和７年３月３１日現在

資　　 　産　 　　の 　　　部

内　　　　　訳



別紙様式第１７号（第２６条関係）

（単位：円）

 Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

 　　　手数料収入 1,421,736,343

 　　　補助金等収入 6,625,586,000

 　　　雑収入 144,761

 　　　補助金の精算による返還金の支出 △ 302,636,153

 　　　人件費支出 △ 4,618,575,632

 　　　その他の業務支出 △ 2,416,833,507

 　　　　　小計 709,421,812

 　　　法人税等の支払額 △ 661,400

 　　業務活動によるキャッシュ・フロー 708,760,412

 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

 　　　有形固定資産の取得による支出 △ 16,655,078

 　　　無形固定資産の取得による支出 △ 229,014,962

 　　　敷金・保証金返還による収入 90,000

 　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 245,580,040

 Ⅲ　現金及び現金同等物の増加額 463,180,372

 Ⅳ　現金及び現金同等物期首残高 1,813,415,439

 Ⅴ　現金及び現金同等物期末残高 2,276,595,811

キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

項　　　　　目 金　　　額



○重要な会計方針 

当機構の財務諸表等は、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成28

年法律第89号）及び外国人技能実習機構の財務及び会計に関する省令（平成28年11月28日法務省・厚生

労働省令第4号）に従い作成している。 

 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）貯蔵品 

個別法による低価法を採用している。 

 （２）仕掛許可申請審査費用 

    個別法による低価法を採用している。 

 （３）仕掛認定申請審査費用 

    個別法による低価法を採用している。 

 

２．固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってい

る。 

（２）無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）によって

いる。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

交付金により国から財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しない。 

（２）退職給付引当金 

役職員の退職金の支給に備えるため、役員退職手当規程及び職員退職手当規程に基づき、期末

要支給額を計上している。 

  



４．その他財務諸表作成のための重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

税込方式によっている。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、要求払預金からなっている。 

 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

預金 2,276,595,811円 

資金期末残高 2,276,595,811円 

 

６．金融商品の時価等に関する事項 

（１）金融商品の状況に関する事項 

    当機構の資金運用については、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律（平成28年法律第89号）の定めに従い、主務大臣の指定する金融機関への預金、及び国債そ

の他主務大臣の指定する有価証券の保有に限定している。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

    期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次表のとおりである。 

    

   （単位：円） 

 貸借対照表価額 時価 差額 

預金           2,276,595,811 2,276,595,811 - 

未払金 (1,262,969,385) (1,262,969,385) - 

（※）負債に計上されているものについては、（）で表示している。 

 

 （注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

預金及び未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっている。 




